
●改正後の●改正後の介護保険料介護保険料（平成30年度～３か年）（平成30年度～３か年）

対象者 保険料率 保険料
（年額）

第１段階
・生活保護被保護者等
・世帯全員が市町村民税非課税かつ前年の合計所得金額
   ＋課税年金収入が 80 万円以下の人

基準額
× 0.45 34,722

第２段階・世帯全員が市町村民税非課税かつ前年の合計所得金額   ＋課税年金収入が 80 万円超 120 万円以下の人
基準額
× 0.75 57,870

第３段階・世帯全員が市町村民税非課税かつ前年の合計所得金額   ＋課税年金収入が 120 万円超の人
基準額
× 0.75 57,870

第４段階・本人が市町村民税非課税（世帯に課税者がいる）かつ   前年の合計所得金額＋課税年金収入が 80 万円以下の人
基準額
× 0.9 69,444

第５段階
（基準額）

・本人が市町村民税非課税（世帯に課税者がいる）かつ
   前年の合計所得金額＋課税年金収入が 80 万円超の人 基準額 77,160

第６段階・本人が市町村民税課税かつ前年の合計所得金額が   120 万円未満の人
基準額
× 1.2 92,592

第７段階・本人が市町村民税課税かつ前年の合計所得金額が   120 万円以上 200 万円未満の人
基準額
× 1.3 100,308

第８段階・本人が市町村民税課税かつ前年の合計所得金額が   200 万円以上 300 万円未満の人
基準額
× 1.5 115,740

第９段階・本人が市町村民税課税かつ前年の合計所得金額が   300 万円以上の人
基準額
× 1.7 131,172
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今後はどうなるの？今後はどうなるの？
　このまま推移すると、平成37年
度（2025年度）の介護保険基準額

は月額7,439円（年額89,268円）

となり、平成30年度と比べて月額

1,009円の増額となる見通しです。

介護保険料が改正されました介護保険料が改正されました
介護保険基準額
　月額6,040円（平成29年度）
　⇒ 月額6,430円（平成30年度～)　※390円の増加
※介護保険料は、介護保険基準額をもとに、対象者本人及び世帯の課税状況・所得
　に応じて決定されます。詳しくは右下の表のとおりです。

鹿屋市で必要な
介護サービス総費用

財源における65歳以上
の人の負担分（23％）

× 上 市内の65歳以上
の人数

介護保険基準額
の算定方法
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○高齢者人口の増加に伴う、第１号被保険者が介護給付費を
　負担する割合の増加（右表のとおり）

　  22％（平成29年度）　⇒　23％（平成30年度～）
○本市における介護給付費の増加
○介護医療院の新設・在宅サービスの充実

■介護保険給付費の財源割合
  （平成30年度から３年間）

65歳以上65歳以上
の人の保険料の人の保険料
23％23％

40～64歳の40～64歳の
人の保険料人の保険料
27％27％鹿屋市鹿屋市

の負担金の負担金
12.5％12.5％

鹿児島県鹿児島県
の負担金の負担金
12.5％12.5％

国の負担金国の負担金
25％25％
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「住民主体の介護予防」で元気生活を！「住民主体の介護予防」で元気生活を！
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